
平成２７事業年度財務諸表等の公表について 

 本学の平成２７事業年度財務諸表につきましては、平成２８年６月３０日付けで

文部科学大臣より承認されましたので、国立大学法人法第３５条及び準用独立行政

法人通則法第３８条第３項に基づき関係書類とともに公表します。 

本学は、社会の変化を先取りする技学を創成し、未来社会で持続的に貢献する実

践的・創造的能力と奉仕の志を備えた指導的技術者を養成する、大学院に重点を置

いたグローバル社会に不可欠な大学を目指しています。 

平成２７年度は、大学院工学研究科に５年一貫制の博士課程「技術科学イノベー

ション専攻」を設置しました。本課程では、イノベーションを起こす力を持ち、日

本および世界の産業を牽引する、特に優れたリーダーの育成に取り組んでおります。 

また、長岡技術科学大学、鶴岡高専、茨城高専、小山高専、長岡高専が共同で申

請した事業「NAFTA 生産拠点メキシコとの協働による 15 歳に始まる技術者教育モデ

ルの世界展開」が、大学の世界展開力強化事業に採択されました。世界展開力強化

事業については、昨年度の「長期インターンシップ実績を活用した南インドとの共

同実践的技術者教育プログラム」に引き続き、２年連続の採択となりました。 

さらに、講義棟の耐震改修工事を行い、安全・安心な教育研究環境及び学生が自

主的に学習できるアクティブラーニングスペースを整備しました。本整備により、

学生が安心して学習を行い、より一層、有意義なキャンパスライフを送ることがで

きる環境となりました。 

関係各位におかれましては、本学の様々な教育研究活動に対して、ご寄附や受託・

共同研究等により、多大なご支援をいただき、深く感謝申し上げます。今後とも、

本学の教育研究活動の更なる充実と発展を図る所存ですので、ご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

平成２８年７月 

国立大学法人長岡技術科学大学長 

東 信 彦 



財務諸表等の構成

　国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を行い、国民に対して
その財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することとされています。

事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

（単位：千円） （単位：千円）

※（）内の金額は内数

※上記は、平成27事業年度の財務諸表を表しています。なお、この資料上の計数は、端数を四捨五入していますので、合計が合わない箇所があります。
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平成27事業年度決算について（案）

財務諸表は、①貸借対照表、②損益計算書、③キャッシュフロー計算書、④利益の処分又は損失の処理に関する書類、
⑤国立大学法人等業務実施コスト計算書から構成されており、また、これらを補足説明する附属明細書、決算報告書、

財務諸表　 決算報告書等
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国立大学法人等
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に関する書類（案）
決算報告書

（会計期間における活動区分別資金の流れ） （期末における財政状態） （会計期間における運営状態） （納税者である国民の負担となるコスト） （未処分利益の処分又は総損失の処理内容） （国の会計基準予算・決算に準拠）
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その他の内訳は下記の通り

・損益外減価償却等相当額

・損益外減損損失等相当額

・損益外利息費用相当額

・損益外除売却差額相当額

・引当外賞与増加見積額

・引当外退職給付増加見積額

・機会費用



（単位：千円）

　国立大学改革強化推進補助金等の交付額が減少したことにより、全体で36,366千円減少しました。

当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６６，１６３　（＋２１２，８８１）

　入学料等の収入が増加し、また光熱水費の節減等に努めたことによる目的積立金相当額の増加
（69,036千円）と、第二期中期目標期間における定員超過等による国庫納付分等の運営費交付金未使
用額の収益化に伴う積立金の増加（147,459千円）により、全体で212,881千円の増加となりました。

受託研究等収益 ６９７，０５３　　（＋７３，７６０）

　受託研究費の受入等の増加により、全体で73,760千円増加しました。

補助金等収益 ５０３，６２２　　（△３６，３６６）

　退職手当の減少等により全体で69,022千円減少しました。

一般管理費 ３９７，２９７　　（△２１，８５２）

　光熱水費の節減等により、全体で21,852千円減少しました。

収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，５０６，４７６　（△２３１，７８０）

　　負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，６８８，２３５　（△８９８，３７２）

　資産見返負債の減少や未払金の減少等により、898,372千円減少しました。

　　純資産　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１４，４４２，５６２　（＋９１，６２８）

　当期未処分利益の増加等により、91,628千円増加しました。

運営費交付金収益 ３，７５０，６９９　　（△１６２，６５２）

　特別運営費交付金（プロジェクト分）の減少（△68,217千円）や、大学改革促進係数（△１％）の影響に
よる減少（△33,568千円）等により、全体で162,652千円減少しました。

　地方債の購入（264,032千円）及び早期執行等に努めたこと等により、全体で781,638千円減少しま
した。

現金及び預金 １，５３９，７７４　　（△７８１，６３８）

有価証券 ２２３，２７３　　（２２３，２７３）

　当該年度に取得した兵庫県公債の投資有価証券からの振替（１年以内に満期到来、223,273千
円）により増加しました。

　電子ジャーナルの契約（50,300千円）や寄贈図書の受入（2,280千円）等により、69,522千円増加し
ました。

図書 １，５４８，３２４　　（＋６９，５２２）

　講義棟の改修（375,551千円）や、職員宿舎の耐震改修工事（38,181千円）等により増加し、減価
償却（△460,171千円）による減少を含め、全体で108,640千円減少しました。

　三機関連携事業の計画変更、原子力安全・システム安全棟の新設及び電気２号棟の耐震改修に伴う
移転費の減少等により、全体で169,089千円減少しました。

研究経費 ９４６，２７５　　（△４１，１２５）

工具器具備品 ２，０９３，６６７　　（△２５２，１００）

　科学研究費補助金の間接経費の減少等により、全体で41,125千円減少しました。

人件費 ３，７５２，０６０　　（△６９，０２２）

　受託研究費を財源とした備品の取得（75,287千円）や補助金を財源とした備品の取得（37,993千
円）等により、215,856千円増加しましたが、減価償却（△467,956千円）により、全体で252,100千円
減少しました。

教育経費 １，２４６，２１４　　（△１６９，０８９）

※（）内は前事業年度末との差額

資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０，１３０，７９７　（△８０６，７４４）

費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，４２１，０５７（△２７６，８６８）

建物 ８，９５０，３７１　　（△１０８，６４０）

貸借対照表の概要 損益計算書の概要

　平成27年度の費用は、三機関連携事業の計画変更、原子力安全・システム安全棟の新設及び電気２号棟
の耐震改修に伴う移転費の減少等により、教育経費が前年度と比較して169,089千円の減少となりました。さら
に、人件費は退職手当の減少等により69,022千円減少しました。費用全体としては、前年度と比較して、
276,868千円の減少となりました。
　平成27年度の収益は、特別運営費交付金（プロジェクト分）の減少（△68,217千円）や、大学改革促進係数
（△１％）の影響による減少（△33,568千円）等により、運営費交付金収益が減少しました。受託研究費収益に
ついては、新規受託研究の締結に努めたことで、受入額が増加しました。収益全体としては、前年度と比較して
231,780千円の減少となりました。
　当期総利益は、入学料等の収入が増加し、また光熱水費の節減等に努めたことによる目的積立金相当額の
増加（69,036千円）と、第二期中期目標期間における定員超過等による国庫納付分等の運営費交付金未使
用額の収益化に伴う積立金の増加（147,459千円）により、全体で212,881千円の増加となりました。
　なお、下記の増減事由には、主なものを掲載しています。

（単位：千円）

　平成27年度の資産は、講義棟の改修や職員宿舎の耐震工事のほか、受託研究費を財源とした備品の取
得があったが、減価償却による減少が大きかったため、前年度と比較して、806,744千円の減少となりまし
た。　また、業務上の余裕金を地方債の購入に充てることで資金運用を行いました。
　なお、下記の増減事由には、主なものを掲載しています。

※（）内は前事業年度末との差額
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